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１．【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

本日、半期報告書を提出したことに伴い、2023年10月20日付をもって提出した有価証券届出書（2024年２

月22日付をもって提出した有価証券届出書の訂正届出書により訂正済みです。以下「原届出書」といいま

す。）の関係情報を更新するとともに、記載事項の一部に訂正すべき事項がありますので、これを訂正する

ため、本訂正届出書を提出するものです。

 

２．【訂正の内容】

＜訂正前＞および＜訂正後＞に記載している下線部＿＿＿は訂正部分を示し、＜更新・訂正後＞に記載し

ている内容は原届出書の更新・訂正後の内容を示し、＜更新・追加後＞に記載している内容は原届出書の末

尾に更新・追加後の内容を示しています。

 

 

第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

(1)【ファンドの目的及び基本的性格】

　原届出書「第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　１ファンドの性格　（1）ファンドの目的及

び基本的性格　④　ファンドの特色」については、以下のとおり更新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

④　ファンドの特色
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(3)【ファンドの仕組み】

＜訂正前＞

（略）

①（略）

②　委託会社の概況

ａ．資本金　　　　　25億円（2023年12月末日現在）

ｂ．（略）

ｃ．大株主の状況（2023年12月末日現在）

（略）

＜訂正後＞

①（略）

②　委託会社の概況

ａ．資本金　　　　　25億円（2024年６月末日現在）

ｂ．（略）

ｃ．大株主の状況（2024年６月末日現在）

（略）

 

 

２【投資方針】

（3）【運用体制】
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　原届出書「第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　２投資方針（3）運用体制」については、以下

のとおり更新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

①　ファンドの運用体制（2024年６月末日現在）

当社においては、創業以来「マクロはミクロの集積である。」との一貫した投資哲学の下、運用調査

の担当者自身が個々の企業に対して経営者との面談を含む深度ある調査を積み重ねています。その知見

と経験に基づく個々の企業の投資価値に対する高い評価能力が、当ファンドの銘柄選択と投資判断を支

えております。調査結果及びその分析と評価等は、運用調査に携わるファンド・マネージャーとアナリ

ストが共有し、その内容を検討し、調査や評価の手法と能力の向上にチームとして取組み、個人の力量

に過度に依存しない安定的な運用体制の維持に努めております。従って、当社が運用するファンドの投

資判断を担うためには、その基盤となる調査や評価について当社固有の知見や手法を会得する必要があ

り、ファンド・マネージャーには、他社における運用経験だけでは不十分であり、当社での十分な調査

経験が必要とされます。

当ファンドは、下記のチーフ・インベストメント・オフィサー（以下、「ＣＩＯ」といいます。）の

もと、当ファンドの担当ファンド・マネージャーが日々の具体的な運用を担当します。

なお、2024年６月末日現在において、ＣＩＯのもと、運用調査に携わる人員数は16名、運用経験年数

は総計約233年（平均約14年）、また当社での運用経験年数合計は、約198年（平均約12年）となってお

ります。また、日本証券アナリスト保有者９名、米国証券アナリスト検定会員(ＣＦＡ)保有者６名、海

外ＭＢＡ保有者３名となっております。

藤村　忠弘

チーフ・インベストメント・オフィサー（ＣＩＯ）

日本証券アナリスト協会検定会員、米国証券アナリスト検定会員(ＣＦＡ)

１９８６年に国内の投信委託会社に入社、米国留学等を経て、

１９９９年７月に当社入社以降、継続して日本株式の運用調査部門に所属。

運用経験年数：約33年(他社での運用経験：約９年、当社での運用経験：約24年)

②　意思決定プロセス

ａ.　ファンド・マネージャーは、ＣＩＯのもと、チーム全体での調査活動等の成果を踏まえ、投資環境

の分析、期待リターンとリスクの予測や当ファンドに対する設定や解約の動向分析などを実施し、当

ファンドの約款等の定めを遵守して「運用計画書」を作成し、「投資政策委員会」（10～20名程度）

での審議を求めます。

ｂ.　投資政策委員会は、当社取締役会で指名された者が主催し、各ファンド・マネージャーから提出さ

れた運用計画書をリスク管理部門、リーガル・コンプライアンス部門等の責任者と共に審議します。

ファンド・マネージャーは、承認された運用計画書に基づき日々の具体的な投資活動を行います。投

資政策委員会は原則として月２回開催される他、必要に応じ臨時に開催されます。

ｃ.　上記の意思決定プロセスは、当社取締役会が定めた「投資信託に係る運用管理」に関する規程及び

「投資政策委員会」に関する規程に基づきます。投資政策委員会の運営状況は「コンプライアンス委
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員会」（10～20名程度）においても確認の上、取締役会に報告され、適正な業務運営の確保に努めて

おります。

③　議決権の行使指図に関する基本的考え方

　当ファンドは、主として個々の企業に対する調査を重視した銘柄選択と投資判断に基づく運用を行っ

ており、当該企業の経営方針等に賛同できる企業を投資先として選定した場合には、会社提案に賛成の

意思表示を行うのが通常ですが、指図に先立ち、全ての議案につき株主利益の向上に資するかを検証し

ております。なお、行使ガイドラインと運営プロセスは社内で規則化されており、議決権の適切な行使

に務めております。

④　委託会社によるファンドの関係法人（販売会社を除く）に対する管理体制等

　受託会社（再信託受託会社を含む）からは、受託業務の内部統制の有効性についての監査人による報

告書を定期的に受領して検証し、必要な場合には受託会社の運営体制を実査することとしております。

※上記の（3）運用体制は、今後変更となる場合があります。

 

 

３【投資リスク】

　原届出書「第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　３投資リスク」のうち、＜リスクの管理体制

＞以降については、以下の通り、更新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

＜リスクの管理体制＞

　委託会社では、投資リスクを適切に管理するため、運用部門ではファンドの特性に沿ったリスク範囲内

で運用を行うよう留意しています。また、運用部門から独立した管理担当部門によりモニタリング等のリ

スク管理を行っています。

委託会社では、流動性リスク管理に関する規程を定め、ファンドの組入資産の流動性リスクのモニタリ

ングなどを実施するとともに、緊急時対応策の策定・検証などを行います。

取締役会等は、流動性リスク管理の適切な実施の確保や流動性リスク管理態勢について、監督しま

す。

 

※上記リスク管理体制は2024年６月末日現在のものであり、今後変更となる場合があります。
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４【手数料等及び税金】

（5）【課税上の取扱い】

＜訂正前＞

（略）

①～③（略）

 

＜ご参考＞

（略）
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（表　略）

（略）

※上記は2023年12月末日現在のものです。

（略）

＜訂正後＞

（略）

①～③（略）

 

＜ご参考＞

（略）

（表　略）

（略）

※上記は2024年６月末日現在のものです。

（略）
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５【運用状況】

　原届出書「第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　５運用状況」については、以下のとおり更

新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

以下は2024年6月28日現在の状況です。

投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

投資比率の内訳と合計は四捨五入の関係で合わない場合があります。

(1)【投資状況】

資産の種類 国/地域
時価合計 投資比率

(円) (％)

親投資信託受益証券 日本 514,808,126 99.18

現金・預金・その他の資産(負債控除後) 4,249,413 0.82

合計(純資産総額) 519,057,539 100.00

　

 

 

(2)【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

順

位

国/

地域
種類 銘柄名 業種 数量

上段：簿価単

価（円）

下段：評価単

価（円）

上段：簿価金額

（円）

下段：評価金額

（円）

投資

比率

（％）

1 日本

親投資信

託受益証

券

スパークス・ミ

ディアム・レバ

レッジドL&Sマザー

ファンド

－ 181,276,850

2.7653 501,282,570

99.18

2.8399 514,808,126

　

 

 

種類別及び業種別投資比率

種類
国内／

外国
業種

投資比率

(％)

親投資信託受益証券 国内 － 99.18

合計 99.18

 

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

 

③【その他投資資産の主要なもの】

該当事項はありません。

 

（参考）スパークス・ミディアム・レバレッジドL&Sマザーファンドの投資状況

資産の種類 国/地域
時価合計 投資比率

(円) (％)
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株式 日本 44,419,323,500 79.80

現金・預金・その他の資産(負債控除後) 11,245,984,816 20.20

合計(純資産総額) 55,665,308,316 100.00

（注）信用取引により売り建てている株式(日本）の時価合計は12,957,415,280円、投資比率は23.28%

です。株価指数先物取引の売建てを行っており、時価合計は12,487,835,000円、投資比率は22.43%で

す。株価指数オプション（プット）の買建てを行っており、時価合計は81,000,000円、投資比率は

0.15%です。

 

 

投資有価証券の主要銘柄（上位30銘柄）　

順

位

国/

地域
種類 銘柄名 業種 数量

上段：簿価単価

（円）

下段：評価単価

（円）

上段：簿価金額

（円）

下段：評価金額

（円）

投資

比率

（％）

1 日本 株式 楽天銀行 銀行業 1,023,400
2,368.55 2,423,978,671

5.36
2,913.00 2,981,164,200

2 日本 株式

三菱ＵＦＪフィナ

ンシャル・グルー

プ

銀行業 1,681,400
1,417.99 2,384,214,354

5.22
1,729.00 2,907,140,600

3 日本 株式 ペプチドリーム 医薬品 1,091,500
1,319.46 1,440,187,837

4.88
2,491.00 2,718,926,500

4 日本 株式 ＤＭＧ森精機 機械 539,500
3,333.72 1,798,541,940

4.05
4,177.00 2,253,491,500

5 日本 株式
ルネサスエレクト

ロニクス
電気機器 699,400

2,653.11 1,855,583,628
3.78

3,009.00 2,104,494,600

6 日本 株式 アドバンテスト 電気機器 320,700
6,594.64 2,114,900,791

3.70
6,425.00 2,060,497,500

7 日本 株式 ＭＡＲＵＷＡ
ガラス・土

石製品
53,500

32,498.52 1,738,670,820
3.70

38,450.00 2,057,075,000

8 日本 株式 東京建物 不動産業 771,000
2,237.32 1,724,973,720

3.52
2,539.00 1,957,569,000

9 日本 株式 村田製作所 電気機器 514,100
2,994.09 1,539,259,525

3.07
3,322.00 1,707,840,200

10 日本 株式 ＳＭＣ 機械 22,300
83,107.59 1,853,299,263

3.06
76,340.00 1,702,382,000

11 日本 株式 第一三共 医薬品 294,000
4,718.99 1,387,383,060

2.92
5,524.00 1,624,056,000

12 日本 株式 サイゼリヤ 小売業 276,100
5,005.19 1,381,934,191

2.72
5,480.00 1,513,028,000

13 日本 株式 ソニーグループ 電気機器 104,200
14,647.89 1,526,310,299

2.55
13,640.00 1,421,288,000

14 日本 株式
三井住友フィナン

シャルグループ
銀行業 128,800

7,892.20 1,016,515,173
2.48

10,725.00 1,381,380,000

15 日本 株式 東洋炭素
ガラス・土

石製品
195,000

5,437.44 1,060,300,480
2.36

6,730.00 1,312,350,000
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16 日本 株式 ＳＵＢＡＲＵ 輸送用機器 334,800
3,350.94 1,121,894,031

2.05
3,410.00 1,141,668,000

17 日本 株式 良品計画 小売業 423,700
2,166.41 917,905,823

2.04
2,674.00 1,132,973,800

18 日本 株式
ＮＩＳＳＯホール

ディングス
サービス業 1,228,000

815.07 1,000,908,954
1.87

846.00 1,038,888,000

19 日本 株式 京成電鉄 陸運業 178,800
7,148.02 1,278,065,976

1.66
5,176.00 925,468,800

20 日本 株式
アンビスホール

ディングス
サービス業 396,200

2,535.29 1,004,481,898
1.64

2,299.00 910,863,800

21 日本 株式 三菱地所 不動産業 359,800
2,812.82 1,012,052,024

1.63
2,520.00 906,696,000

22 日本 株式 Ｉ－ｎｅ 化学 491,200
2,126.11 1,044,345,287

1.52
1,724.00 846,828,800

23 日本 株式 アダストリア 小売業 227,900
3,591.17 818,427,546

1.49
3,635.00 828,416,500

24 日本 株式 大栄環境 サービス業 293,500
2,650.11 777,807,861

1.44
2,730.00 801,255,000

25 日本 株式

ライズ・コンサル

ティング・グルー

プ

サービス業 1,031,000
992.91 1,023,688,161

1.32
710.00 732,010,000

26 日本 株式 富士通 電気機器 255,500
2,309.54 590,086,552

1.16
2,517.00 643,093,500

27 日本 株式
ウイングアーク１

ｓｔ

情報・通信

業
221,500

2,974.82 658,921,859
1.08

2,712.00 600,708,000

28 日本 株式
フロンティア・マ

ネジメント
サービス業 443,300

1,591.47 705,500,315
0.98

1,227.00 543,929,100

29 日本 株式
プラスアルファ・

コンサルティング

情報・通信

業
278,900

2,421.11 675,247,383
0.95

1,897.00 529,073,300

30 日本 株式
ファーストリテイ

リング
小売業 10,900

40,173.16 437,887,392
0.79

40,560.00 442,104,000
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種類別及び業種別投資比率

種類
国内／

外国
業種

投資比率

(％)

株式 国内 電気機器 14.26

　 　 銀行業 13.06

　 　 サービス業 8.44

　 　 医薬品 7.80

　 　 機械 7.11

　 　 小売業 7.04

　 　 ガラス・土石製品 6.05

　 　 不動産業 5.15

　 　 情報・通信業 4.32

　 　 輸送用機器 2.62

　 　 化学 2.00

　 　 陸運業 1.66

　 　 金属製品 0.30

合計 79.80

 

投資不動産物件

該当事項はありません。
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その他投資資産の主要なもの

資産の

種類

国/

地域
取引所 資産の名称

買建/

売建
数量

上段：簿価金額

（円）

下段：時価金額

（円）

投資

比率

(％)

株価指数

先物取引
日本

大阪

取引所

ＴＯＰＩＸ先物〔限月：

2024年9月〕
売建 179

4,939,866,580
9.04

5,030,795,000

株価指数

先物取引
日本

大阪

取引所

日経２２５先物〔限月：

2024年9月〕
売建 121

4,709,685,420
8.60

4,789,180,000

株価指数

先物取引
日本

大阪

取引所

東証グロース市場２５０指

数先物〔限月：2024年9月〕
売建 4,030

2,489,832,900
4.79

2,667,860,000

株価指数

オプショ

ン

日本
大阪

取引所

日経２２５オプション〔限

月：2024年8月〕行使価格：

37,000

買建 240
57,464,000

0.06
34,800,000

株価指数

オプショ

ン

日本
大阪

取引所

日経２２５オプション〔限

月：2024年8月〕行使価格：

37,500

買建 120
25,332,000

0.05
25,200,000

株価指数

オプショ

ン

日本
大阪

取引所

日経２２５オプション〔限

月：2024年8月〕行使価格：

36,500

買建 200
55,220,000

0.04
21,000,000

（注）先物取引については、個別法に基づき、原則として時価評価しております。時価評価にあたっ

ては、原則として、計算日に知りうる直近の日の主たる金融商品取引所の発表する清算値段または最

終相場によっております。オプションの簿価金額及び時価金額は、プレミアムの金額を表示してお

り、個別法に基づき、原則として時価評価しております。時価評価にあたっては、原則として、計算

日に知りうる直近の日の主たる金融商品取引所の発表する清算値段または最終相場によっておりま

す。

 

 

(3)【運用実績】

①【純資産の推移】

期 年月日
純資産総額(円)

(分配落)

純資産総額(円)

(分配付)

1口当たり

純資産額

(円)

(分配落)

1口当たり

純資産額

(円)

(分配付)

1期 (2023年12月6日) 1,078,205 1,078,205 1.0082 1.0082

　 2023年11月末日 1,010,119 ― 　 1.0101 ―　

　 2023年12月末日 21,118,676 ― 　 1.0030 ―　

　 2024年1月末日 46,930,371 ― 　 1.0045 ―　

　 2024年2月末日 136,162,871 ― 　 1.0217 ―　

　 2024年3月末日 183,595,735 ― 　 1.0230 ―　

　 2024年4月末日 365,954,698 ― 　 1.0347 ―　

　 2024年5月末日 443,075,257 ― 　 1.0288 ―　

　 2024年6月末日 519,057,539 ― 　 1.0397 ―　
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②【分配の推移】

期 計算期間
1口当たりの分配金

(円)

1期 自 2023年11月6日 至 2023年12月6日 0.0000

 

③【収益率の推移】

期 計算期間

前期末

1口当たり純資産

(分配落)円

当期末

1口当たり純資産

(分配付)円

収益率

％

1期 自 2023年11月6日 至 2023年12月6日 1.0000 1.0082 0.82

2期

(中間期)
自 2023年12月7日 至 2024年6月6日 1.0082 1.0313 2.29

（注）収益率は、計算期間末の1口当たり純資産額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期間

末の1口当たり純資産額（分配落の額。以下「前期末純資産額」という。）を控除した額を前期末純資

産額で除して得た数に100を乗じて得た数字です。分配金は課税前のものです。

 

 

(4)【設定及び解約の実績】

期 計算期間 設定口数 (口) 解約口数 (口)

1期 自 2023年11月6日 至 2023年12月6日 1,069,435 0

2期

(中間期)
自 2023年12月7日 至 2024年6月6日 457,895,348 8,007,809

（注1）本邦外における設定および解約の実績はありません。

（注2）設定口数には当初募集期間中の設定口数を含みます。

 

    次へ
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（参考情報）
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第２【管理及び運営】

１【申込（販売）手続等】

＜訂正前＞

※（略）

（1）（略）

（2）購入申込時限

ファンドの購入申込の受付は、原則として午後３時までに購入申込が行われ、かつ当該購入申込の受

付に係る販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の受付分として取扱います。当該受付時間を

過ぎた場合は翌営業日の受付となります。なお、販売会社によって受付時間が異なる場合があります。

詳しくは販売会社までお問い合わせください。

（3）～（6）（略）

※（略）

＊（略）

＜訂正後＞

※（略）

（1）（略）

（2）購入申込時限

ファンドの購入申込の受付は、原則として午後３時までに購入申込が行われ、かつ当該購入申込の受

付に係る販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の受付分として取扱います。当該受付時間を

過ぎた場合は翌営業日の受付となります。なお、販売会社によって受付時間が異なる場合があります。

詳しくは販売会社までお問い合わせください。

＜2024年11月５日以降、以下の通り、販売会社によっては受付時間が変更となる予定です。＞

ファンドの購入申込の受付は、原則として午後３時30分までに購入申込が行われ、かつ当該購入申込

の受付に係る販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の受付分として取扱います。当該受付時

間を過ぎた場合は翌営業日の受付となります。なお、販売会社によっては対応が異なる場合があります

ので、詳細は販売会社にご確認ください。

（3）～（6）（略）

※（略）

＊（略）

 

 

２【換金（解約）手続等】

＜訂正前＞

（1）（略）

（2）換金申込時限

ファンドの換金申込の受付は、原則として午後３時までに換金申込が行われ、かつ当該換金申込の受

付に係る販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の受付分として取扱います。当該受付時間を

過ぎた場合は翌営業日の受付となります。なお、販売会社によって受付時間が異なる場合があります。

詳しくは販売会社までお問い合わせください。

（3）～（6）（略）

※（略）

＊（略）

＜訂正後＞

（1）（略）

（2）換金申込時限

ファンドの換金申込の受付は、原則として午後３時までに換金申込が行われ、かつ当該換金申込の受

付に係る販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の受付分として取扱います。当該受付時間を
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過ぎた場合は翌営業日の受付となります。なお、販売会社によって受付時間が異なる場合があります。

詳しくは販売会社までお問い合わせください。

＜2024年11月５日以降、以下の通り、販売会社によっては受付時間が変更となる予定です。＞

ファンドの換金申込の受付は、原則として午後３時30分までに換金申込が行われ、かつ当該換金申込

の受付に係る販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の受付分として取扱います。当該受付時

間を過ぎた場合は翌営業日の受付となります。なお、販売会社によっては対応が異なる場合があります

ので、詳細は販売会社にご確認ください。

（3）～（6）（略）

※（略）

＊（略）
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第３【ファンドの経理状況】

　原届出書「第二部　ファンド情報　第３　ファンドの経理状況　１財務諸表」の末尾に、以下の内容が更

新・追加されます。

＜更新・追加後＞

 

中間財務諸表

 

１）当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和５２

年大蔵省令第３８号）並びに同規則第３８条の３及び第５７条の２の規定により、「投資信託財産の計

算に関する規則」（平成１２年総理府令第１３３号）（以下「投資信託財産計算規則」という。）に基

づいて作成しております。

 

２）中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

３）当ファンドは、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づいて、第２期中間計算期間（２０２

３年１２月７日から２０２４年６月６日まで）の中間財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人に

よる「財務諸表等の監査証明に関する内閣府令」（昭和３２年大蔵省令第１２号）第３条第１項に基づ

く中間監査を受けております。
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中間財務諸表
スパークス・日本株Ｌ＆Ｓファンド（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）
（1）【中間貸借対照表】

（単位：円）

第1期計算期間末
(2023年12月6日現在)

第2期中間計算期間末
(2024年6月6日現在)

資産の部

流動資産

コール・ローン 20,000 9,019,026

親投資信託受益証券 1,059,205 459,642,197

未収利息 － 2

流動資産合計 1,079,205 468,661,225

資産合計 1,079,205 468,661,225

負債の部

流動負債

未払受託者報酬 30 28,452

未払委託者報酬 880 3,460,282

その他未払費用 90 94,748

流動負債合計 1,000 3,583,482

負債合計 1,000 3,583,482

純資産の部

元本等

元本 ※1 1,069,435 ※1 450,956,974

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） 8,770 14,120,769

（分配準備積立金） 8,229 8,078

元本等合計 1,078,205 465,077,743

純資産合計 1,078,205 465,077,743

負債純資産合計 1,079,205 468,661,225
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（2）【中間損益及び剰余金計算書】
（単位：円）

第2期中間計算期間
自　2023年12月7日
至　2024年6月6日

営業収益

受取利息 28

有価証券売買等損益 8,312,634

営業収益合計 8,312,662

営業費用

受託者報酬 28,452

委託者報酬 3,460,282

その他費用 94,748

営業費用合計 3,583,482

営業利益又は営業損失（△） 4,729,180

経常利益又は経常損失（△） 4,729,180

中間純利益又は中間純損失（△） 4,729,180

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は一部解
約に伴う中間純損失金額の分配額（△）

62,172

期首剰余金又は期首欠損金（△） 8,770

剰余金増加額又は欠損金減少額 9,600,459

中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

9,600,459

剰余金減少額又は欠損金増加額 155,468

中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

155,468

分配金 －

中間剰余金又は中間欠損金（△） 14,120,769
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（3）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

区分

第2期中間計算期間

自　2023年12月7日

至　2024年6月6日

1．有価証券の評価
基準及び評価方
法

「親投資信託受益証券」

　移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評価にあ
たっては、親投資信託受益証券の基準価額に基づいて評価しております。

2．収益及び費用の
計上基準

「有価証券売買等損益」

約定日基準で計上しております。

 

（中間貸借対照表に関する注記）　

区分
第1期計算期間末 第2期中間計算期間末

(2023年12月6日現在) (2024年6月6日現在)

※1 中間計算期間末日における受
益権の総数

1,069,435口 450,956,974口

2 1口当たり純資産額 1.0082円 1.0313円

　 （1万口当たり純資産額） (10,082円) (10,313円)

 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

第2期中間計算期間

自　2023年12月7日

至　2024年6月6日

該当事項はありません。
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（金融商品に関する注記）

 金融商品の時価等に関する事項

区分

第2期中間計算期間

自　2023年12月7日

至　2024年6月6日

1．貸借対照表計上額、
時価及びその差額

　当ファンドにおいて投資している金融商品は原則として全て時価評
価しているため、貸借対照表計上額と時価との差額は生じておりませ
ん。

2．時価の算定方法 ①有価証券

　有価証券に該当する貸借対照表上の勘定科目、及びその時価の算
定方法については、「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1.有価証券の評価基準及び評価方法」の通りであります。

②コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務

　上記①以外のその他の科目については、帳簿価額を時価として評
価しております。

 

（その他の注記）

1．元本の移動

区分

第1期計算期間 第2期中間計算期間

自　2023年11月6日 自　2023年12月7日

至　2023年12月6日 至　2024年6月6日

期首元本額 1,000,000円 1,069,435円

期中追加設定元本額 69,435円 457,895,348円

期中一部解約元本額 －円 8,007,809円

 

2．デリバティブ取引関係

第1期計算期間 第2期中間計算期間

自　2023年11月6日 自　2023年12月7日

至　2023年12月6日 至　2024年6月6日

該当事項はありません。 該当事項はありません。
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参考情報

当ファンドは、「スパークス・ミディアム・レバレッジドＬ＆Ｓマザーファンド」受益証券を主要な投資対

象としており、貸借対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、すべて同親投資信託の受益

証券です。なお、同親投資信託の状況は以下の通りです。

 

「スパークス・ミディアム・レバレッジドＬ＆Ｓマザーファンド」の状況

なお、以下に記載した情報は監査対象外であります。

(1)貸借対照表

区分
注記
番号

(2023年12月6日現在) (2024年6月6日現在)

金額（円） 金額（円）

資産の部 　 　 　

流動資産 　 　 　

コール・ローン 　 7,296,066,404 4,585,022,843

株式 ※2 46,436,850,310 43,650,137,500

プット・オプション（買）  114,000,000 79,000,000

派生商品評価勘定  4,181,980 447,472,580

未収入金  14,126,136 483,693,640

信用取引預け金  14,522,800,845 13,588,236,469

未収配当金  98,395,000 185,755,350

未収利息  － 1,256

その他未収収益  － 1,090,184

差入保証金 　 5,570,000,000 5,162,000,000

差入委託証拠金 　 536,929,141 93,541,539

流動資産合計 　 74,593,349,816 68,275,951,361

資産合計 　 74,593,349,816 68,275,951,361

負債の部 　

流動負債 　

信用売証券  13,675,069,080 12,958,597,910

派生商品評価勘定  181,404,280 148,606,680

未払金 　 307,682,709 33,767,289

未払解約金  2,095,882,974 －

未払利息  19,989 －

その他未払費用  115,337,957 139,051,306

流動負債合計  16,375,396,989 13,280,023,185

負債合計 　 16,375,396,989 13,280,023,185

純資産の部 　

元本等 　

元本 ※1 21,628,407,323 19,572,587,080

剰余金 　

剰余金又は欠損金（△） 　 36,589,545,504 35,423,341,096

元本等合計 　 58,217,952,827 54,995,928,176

純資産合計 　 58,217,952,827 54,995,928,176

負債純資産合計 　 74,593,349,816 68,275,951,361

 

(2)注記表
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

区分
自　2023年12月7日

至　2024年6月6日

1．有価証券の評価
基準及び評価方
法

(1)「株式」

　移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評価にあ
たっては、金融商品取引所における最終相場（最終相場のないものについて
は、それに準ずる価額）、または金融商品取引業者等から提示される気配相
場に基づいて評価しております。

　 (2)「信用売証券」

　 　個別法に基づき、時価評価しております。時価評価に当たっては、原則と
して、計算日に知りうる直近の日の主たる金融商品取引所の発表する最終相
場によっております。

2．デリバティブ等
の評価基準及び
評価方法

(1)「派生商品評価勘定」

先物取引

　個別法に基づき、原則として時価評価しております。時価評価にあたって
は、原則として、計算日に知りうる直近の日の主たる金融商品取引所の発表
する清算値段または最終相場によっております。

 (2)「プット・オプション（買）」

 　個別法に基づき、原則として時価評価しております。時価評価にあたって
は、原則として、計算日に知りうる直近の日の主たる金融商品取引所の発表
する清算値段または最終相場によっております。

3．収益及び費用の
計上基準

(1)「受取配当金」

　受取配当金は、原則として株式の配当落ち日もしくは投資証券の権利落ち
日において、確定配当金額もしくは確定収益分配金額、又は予想配当金額も
しくは予想収益分配金額を計上しております。

　 (2)「有価証券売買等損益」

約定日基準で計上しております。

　 (3)「派生商品取引等損益」

　 約定日基準で計上しております。
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（その他の注記）

区　分 (2023年12月6日現在) (2024年6月6日現在)

※1. 期首 2023年11月6日 2023年12月7日　

期首元本額 22,702,629,047円 21,628,407,323円

期首より計算期間末日までの追加設定
元本額

400,996円 4,971,044,467円

期首より計算期間末日までの一部解約
元本額

1,074,622,720円 7,026,864,710円

計算期間末日における元本の内訳※ 　

スパークス・ファンド・双剣　適格
機関投資家限定

10,692,936,064円 9,762,547,974円

スパークス・日本株ファンド・双剣
Ｗ（適格機関投資家専用）

 4,643,406,355円  3,627,770,133円

スパークス・ファンド・双剣 2020-

09（適格機関投資家限定）

 417,306,947円  406,991,216円

スパークス・ファンド・双剣 2021-

03（適格機関投資家限定）

 1,004,238,650円  978,450,681円

スパークス・日本株・双剣ファンドF
（適格機関投資家専用）

 1,825,543,753円  1,839,740,533円

スパークス・ファンド・双剣 2023-

04（適格機関投資家限定）

 1,178,384,417円  956,811,677円

スパークス・ファンド・双剣 2023-

06（適格機関投資家限定）

 1,866,197,629円  1,836,689,487円

スパークス・日本株Ｌ＆Ｓファンド
（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）

 393,508円  163,585,379円

(合計) 21,628,407,323円 19,572,587,080円

※2．差入保証金代用有価証券 信用取引に係る差入保証
金代用有価証券として以
下の通り差入を行ってい
ます。

信用取引に係る差入保証
金代用有価証券として以
下の通り差入を行ってい
ます。

　 株式 2,637,570,000円 株式 3,040,375,000円

3．計算期間末日における受益権の総数 21,628,407,323口 19,572,587,080口

4．1口当たり純資産額 2.6917円 2.8098円

(1万口当たり純資産額) (26,917円) (28,098円)

※当該親投資信託受益証券を投資対象とする投資信託ごとの元本額
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２【ファンドの現況】

　原届出書「第二部　ファンド情報　第３　ファンドの経理状況　２ファンドの現況」については、以下の

とおり更新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

【純資産額計算書】

（2024年6月28日現在）

Ⅰ　資産総額 520,243,697 円

Ⅱ　負債総額 1,186,158 円

Ⅲ　純資産総額(Ⅰ－Ⅱ) 519,057,539 円

Ⅳ　発行済口数 499,214,176 口

Ⅴ　1口当たり純資産額(Ⅲ／Ⅳ) 1.0397 円

 

（参考）スパークス・ミディアム・レバレッジドL&Sマザーファンド

純資産額計算書

（2024年6月28日現在）

Ⅰ　資産総額 69,198,699,835 円

Ⅱ　負債総額 13,533,391,519 円

Ⅲ　純資産総額(Ⅰ－Ⅱ) 55,665,308,316 円

Ⅳ　発行済口数 19,601,143,695 口

Ⅴ　1口当たり純資産額(Ⅲ／Ⅳ) 2.8399 円
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第三部【委託会社等の情報】

第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

＜訂正前＞

（1）資本金の額（2023年12月末日現在）

（略）

（2）委託会社の機構（2023年12月末日現在）

①～②　（略）

＜訂正後＞

（1）資本金の額（2024年６月末日現在）

（略）

（2）委託会社の機構（2024年６月末日現在）

①～②　（略）

 

 

２【事業の内容及び営業の概況】

　原届出書「第三部　委託会社等の情報　第１　委託会社等の概況　２事業の内容及び営業の概況」につい

ては、以下のとおり更新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

投資信託及び投資法人に関する法律に定める投資信託委託会社として、証券投資信託の設定を行うとと

もに、金融商品取引法に定める金融商品取引業者として当該証券投資信託および投資一任契約に基づき委

託された資産の運用（投資運用業）を行っています。また金融商品取引法に定める以下の業務を行ってい

ます。

・投資助言・代理業

・有価証券の募集もしくは売出しの取扱いまたは私募の取扱いに関する第一種金融商品取引業

・有価証券の募集もしくは売出しの取扱いまたは私募の取扱い、および証券投資信託の募集または私募

に関する第二種金融商品取引業

委託会社の運用する投資信託は2024年６月28日現在次の通りです。

（ただし、親投資信託を除きます。）

種類 本数 純資産総額（百万円）

追加型株式投資信託 42 665,924

単位型株式投資信託 ５ 15,048

合計 47 680,972

金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第346号

加入協会／日本証券業協会　一般社団法人投資信託協会

　　　　　　一般社団法人日本投資顧問業協会

　　　　　　一般社団法人第二種金融商品取引業協会
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３【委託会社等の経理状況】

　原届出書　「第三部　委託会社等の情報　第１　委託会社等の概況　３委託会社等の経理状況」について

は、以下のとおり更新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

１．財務諸表の作成方法について

　委託会社であるスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下「委託会社」という）の財務諸表は、「財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」という。）並びに同規

則第２条の規定により、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）に基づいて作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

　委託会社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第18期事業年度（2023年４月１日から2024年３月31日

まで）の財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人により監査を受けております。
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（１）【貸借対照表】
(単位：百万円)

 
前事業年度

（2023年３月31日）
当事業年度

（2024年３月31日）

（資産の部）     

流動資産     

現金・預金  8,172  10,424

預託金  200  200

未収委託者報酬  918  1,588

未収投資顧問料 ※３ 1,849 ※３ 1,753

前払費用  179  198

未収収益  2  2

未収入金 ※３ 7 ※３ 18

流動資産合計  11,330  14,185

固定資産     

有形固定資産     

建物 ※２ 152 ※２ 111

工具、器具及び備品 ※２ 95 ※２ 74

リース資産 ※２ 5 ※２ 3

建設仮勘定  20  4

有形固定資産合計  274  195

無形固定資産     

ソフトウェア  1  1

無形固定資産合計  1  1

投資その他の資産     

投資有価証券  32  43

差入保証金  3  82

長期前払費用  6  34

繰延税金資産  282  405

投資その他の資産合計  325  566

固定資産合計  600  762

資産合計  11,931  14,948
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(単位：百万円)

 
前事業年度

（2023年３月31日）
当事業年度

（2024年３月31日）

（負債の部）     

流動負債     

預り金  54  62

未払手数料  158  454

その他未払金 ※３ 1,280 ※３ 1,504

未払法人税等  786  1,491

未払消費税等  86  321

前受収益  12  6

リース債務  1  1

株式給付引当金  74  189

長期インセンティブ引当金  2  3

役員株式給付引当金  18  40

その他  3  2

流動負債合計  2,480  4,078

固定負債     

リース債務  4  2

株式給付引当金  316  199

長期インセンティブ引当金  10  3

役員株式給付引当金  95  10

その他  70  70

固定負債合計  498  285

特別法上の準備金     

金融商品取引責任準備金 ※１ 0 ※１ 0

特別法上の準備金合計  0  0

負債合計  2,978  4,364

（純資産の部）     

株主資本     

資本金  2,500  2,500

資本剰余金     

資本準備金  27  27

その他資本剰余金  19  19

資本剰余金合計  47  47

利益剰余金     

利益準備金  597  597

その他利益剰余金     

繰越利益剰余金  5,807  7,438

利益剰余金合計  6,404  8,036

株主資本合計  8,952  10,583

評価・換算差額等     

その他有価証券評価差額金  0  0

評価・換算差額等合計  0  0

純資産合計  8,952  10,584

負債純資産合計  11,931  14,948
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（２）【損益計算書】
（単位：百万円）

 
前事業年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当事業年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

営業収益     

委託者報酬  5,397  8,769

投資顧問料収入 ※ 6,283 ※ 6,131

受入手数料  14  10

その他営業収益  10  8

営業収益計  11,705  14,920

営業費用     

支払手数料  2,052  2,975

広告宣伝費  144  160

調査費  262  287

委託計算費  24  25

営業雑経費     

通信費  24  25

印刷費  7  9

協会費  17  13

諸会費  13  15

その他  3  3

営業費用計  2,551  3,516

一般管理費     

給料  1,852  2,046

役員報酬  97  58

給料・手当  1,029  1,115

賞与  726  871

株式給付引当金繰入額  35  51

長期インセンティブ引当金繰入額  △8  1

役員株式給付引当金繰入額  13  1

旅費交通費  128  194

事務委託費 ※ 879 ※ 920

業務委託費  512  506

不動産賃借料  228  237

租税公課  106  137

固定資産減価償却費  79  115

交際費  17  19

諸経費  174  175

一般管理費計  4,021  4,407

営業利益  5,133  6,997

営業外収益     

受取利息  2  6

受取賃貸料  19  14

為替差益  61  108

雑収入  2  8

営業外収益計  86  138

営業外費用     

投資事業組合運用損  1  2

固定資産除却損  1  1

雑損失  0  1

営業外費用計  3  5

経常利益  5,216  7,130

 
 

（単位：百万円）
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前事業年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当事業年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

特別利益     

金融商品取引責任準備金戻入  0  0

特別利益計  0  0

税引前当期純利益  5,216  7,130

法人税、住民税及び事業税  1,621  2,221

法人税等調整額  34  △123

法人税等合計  1,656  2,098

当期純利益  3,560  5,031
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（３）【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

（単位：百万円）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益剰
余金

当期首残高 2,500 27 19 47 597 6,047 6,644

当期変動額        

剰余金の配当      △3,800 △3,800

当期純利益      3,560 3,560

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

       

当期変動額合計 － － － － － △239 △239

当期末残高 2,500 27 19 47 597 5,807 6,404

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
株主資本合
計

その他有価証

券評価差額金

評価・換算差

額等合計

当期首残高 9,192 － － 9,192

当期変動額     

剰余金の配当 △3,800 － － △3,800

当期純利益 3,560 － － 3,560

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

 0 0 0

当期変動額合計 △239 0 0 △239

当期末残高 8,952 0 0 8,952

 

EDINET提出書類

スパークス・アセット・マネジメント株式会社(E11161)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

33/58



当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

（単位：百万円）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益剰
余金

当期首残高 2,500 27 19 47 597 5,807 6,404

当期変動額        

剰余金の配当      △3,400 △3,400

当期純利益      5,031 5,031

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

       

当期変動額合計 － － － － － 1,631 1,631

当期末残高 2,500 27 19 47 597 7,438 8,036

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
株主資本合
計

その他有価証

券評価差額金

評価・換算差

額等合計

当期首残高 8,952 0 0 8,952

当期変動額     

剰余金の配当 △3,400 － － △3,400

当期純利益 5,031 － － 5,031

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

 0 0 0

当期変動額合計 1,631 0 0 1,631

当期末残高 10,583 0 0 10,584
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重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

　市場価格のない株式等以外のもの

　　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）を採用しております。

　市場価格のない株式等

　　主として総平均法による原価法を採用しております。

（投資事業組合等への出資）

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によっております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した有形固定資産については、定額法を採用してお

ります。

　なお、主な耐用年数は、以下の通りであります。

建物　　　　　　　　　５年

工具、器具及び備品　　４年～10年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

３．引当金の計上基準

①　株式給付引当金

　株式交付規程に基づく従業員へ当社親会社（スパークス・グループ株式会社）の株式の給付に備えるため、当事業年

度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

②　長期インセンティブ引当金

　海外子会社への出向者に対して支給するインセンティブ報酬の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額

に基づき計上しております。

③　役員株式給付引当金

　役員株式交付規程に基づく親会社役員への当社親会社（スパークス・グループ株式会社）の株式の給付に備えるた

め、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

 

４．収益及び費用の計上基準

当社は、主な収益を残高報酬及び成功報酬と認識しております。

①　残高報酬

　残高報酬は、当社が運用するファンドについて、契約に基づき、管理・運用する義務があり、運用資産残高又はコ

ミットメント額に一定の料率を乗じた金額で測定し報酬として受領しており、運用期間にわたり収益を認識しておりま

す。取引の対価は履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。

②　成功報酬（株式運用）

　成功報酬（株式運用）は、残高報酬と同様、契約に基づき、管理・運用する義務があり、過去のパフォーマンスの最

高値を上回った部分の一定割合を報酬として受領しており、当該時点に収益を認識しております。取引の対価は履行義

務を充足してから主として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。

③　成功報酬（再生可能エネルギーファンドが投資する合同会社の匿名組合出資持分を売却した場合の成功報酬）

　成功報酬（再生可能エネルギーファンドが投資する合同会社の匿名組合出資持分を売却して譲渡益が発生する場合に

受領する報酬）は、当社が運用する再生可能エネルギーファンドについて、パフォーマンス目標を上回る匿名組合出資

持分の譲渡益に対する一定割合を報酬として受領しており、当該時点に収益を認識しております。取引の対価は履行義

務を充足してから主として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。
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５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

①　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。
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（未適用の会計基準等）

・「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日　企業会計基準委員会）

・「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号　2022年10月28日　企業会計基準委員会）

・「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日　企業会計基準委員会）

 

(1）概要

2018年２月に企業会計基準第28号「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等（以下「企業会計基準第28号

等」）が公表され、日本公認会計士協会における税効果会計に関する実務指針の企業会計基準委員会への移管が完了さ

れましたが、その審議の過程で、次の２つの論点について、企業会計基準第28号等の公表後に改めて検討を行うことと

されていたものが、審議され、公表されたものであります。

・ 税金費用の計上区分（その他の包括利益に対する課税）

・ グループ法人税制が適用される場合の子会社株式等（子会社株式又は関連会社株式）の売却に係る税効果

 
(2）適用予定日

2025年３月期の期首から適用します。

 
(3）当該会計基準等の適用による影響

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中で

あります。

 

（追加情報に関する注記）

（株式付与ＥＳＯＰ信託）

　当社親会社（スパークス・グループ株式会社）は、グループ従業員（当社、当社親会社及び当社兄弟会社４社（スパー

クス・グリーンエナジー＆テクノロジー株式会社、スパークス・アセット・トラスト＆マネジメント株式会社、スパーク

ス・ＡＩ＆テクノロジーズ・インベストメント株式会社、及びスパークス・イノベーション・フォー・フューチャー株式

会社。）の従業員）に対し、業績向上や株価上昇に対する意欲の高揚を促すことにより、中長期的な企業価値向上を図る

ことを目的として、「株式付与ＥＳＯＰ信託」を導入しております。なお、当社は「従業員等に信託を通じて自社の株式

を交付する取引に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第30号（平成27年３月26日）の指針に従っ

て会計処理を行っております。

 

（役員向け株式交付信託）

　当社親会社の監査等委員でない取締役（社外取締役を除く、以下、「取締役」という。）に対し、信託を用いた業績連

動型株式報酬制度を導入しております。

制度の概要

　本制度は、当社親会社が金銭を拠出することにより設定する信託が当社親会社株式を取得し、当社親会社が各取締役に

付与するポイント数に相当する数の当社親会社株式が本信託を通じて各取締役に対して交付される、という株式報酬制度

です。

　本制度に基づく当社親会社株式の交付は、2023年３月末日で終了する事業年度から2026年３月末日で終了する事業年度

までの４事業年度の間に在任する取締役に対して行います。なお、取締役が当社親会社株式の交付を受ける時期は、原則

としてポイント付与の３年後です。

　本制度の導入により、取締役の報酬と当社グループの業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価の変

動による利益・リスクを株主の皆様と共有することで、中長期的な業績向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めるこ

とを目的としております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（2023年３月31日）

当事業年度
（2024年３月31日）

※１．特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は、

次のとおりであります。

金融商品取引責任準備金…金融商品取引法第46条の５

※１．特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は、

次のとおりであります。

金融商品取引責任準備金…金融商品取引法第46条の５

※２．有形固定資産の減価償却累計額

建物 334百万円

工具、器具及び備品 379百万円

リース資産 3百万円
　

※２．有形固定資産の減価償却累計額

建物 376百万円

工具、器具及び備品 441百万円

リース資産 5百万円
　

※３．関係会社に対する資産及び負債

未収投資顧問料 524百万円

未収入金 0百万円

その他未払金 118百万円
　

※３．関係会社に対する資産及び負債

未収投資顧問料 360百万円

未収入金 0百万円

その他未払金 127百万円
　

 

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当事業年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

※　関係会社に対する取引の主なもの

投資顧問料 1,872百万円

事務委託費 439百万円
　

※　関係会社に対する取引の主なもの

投資顧問料 1,736百万円

事務委託費 497百万円
　

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 50,000 － － 50,000

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2022年６月20日

定時株主総会
普通株式 3,800 76,000 2022年３月31日 2022年６月21日

 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2023年６月20日

定時株主総会
普通株式 3,400 利益剰余金 68,000 2023年３月31日 2023年６月21日

 

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 50,000 － － 50,000
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２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2023年６月20日

定時株主総会
普通株式 3,400 68,000 2023年３月31日 2023年６月21日

 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2024年６月24日

定時株主総会
普通株式 3,800 利益剰余金 76,000 2024年３月31日 2024年６月25日

 

（リース取引関係）

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については安全性の高い金融商品や預金等の他、ファンド組成等のためのシードマネー等に限定

し、資金調達については原則として親会社による株式引受によっております。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である未収投資顧問料及び未収委託者報酬に係る信用リスクは、当社グループが管理あるいは運用する

ファンド、一任運用財産自体がリスクの高い取引を限定的にしか行っていないポートフォリオ運用であることから、

極めて限定的であると判断しております。

　また、営業債権債務の一部には外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、当該営業債権債

務のネットポジションを毎月把握しており、さらに必要と判断した場合には、先物為替予約等を利用してヘッジする

予定にしております。

　投資有価証券は、主に投資事業有限責任組合への出資です。

 

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれて

おります。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当

該価額が変動することがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。また現金は注記を省略しており、預

金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

前事業年度（2023年３月31日）

（単位：百万円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1）預託金 200 200 －

(2）未収委託者報酬 918 918 －

(3）未収投資顧問料 1,849 1,849 －

(4）未収入金 7 7 －

(5）未収収益 2 2 －

資産計 2,977 2,977 －

(1）未払手数料 158 158 －

(2）その他未払金 1,280 1,280 －

(3）未払法人税等 786 786 －

(4）未払消費税等 86 86 －

負債計 2,312 2,312 －

　（注）１．貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資については記載を省略してお

ります。当該出資の貸借対照表計上額は32百万円であります。

　（注）２．金銭債権の決算日後の償還予定額

（単位：百万円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

預託金 200 － － －

未収委託者報酬 918 － － －

未収投資顧問料 1,849 － － －

未収入金 7 － － －

未収収益 2 － － －
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合計 2,977 － － －
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当事業年度（2024年３月31日）

（単位：百万円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1）預託金 200 200 －

(2）未収委託者報酬 1,588 1,588 －

(3）未収投資顧問料 1,753 1,753 －

(4）未収入金 18 18 －

(5）未収収益 2 2 －

資産計 3,563 3,563 －

(1）未払手数料 454 454 －

(2）その他未払金 1,504 1,504 －

(3）未払法人税等 1,491 1,491 －

(4）未払消費税等 321 321 －

負債計 3,771 3,771 －

　（注）１．貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資については記載を省略してお

ります。当該出資の貸借対照表計上額は42百万円であります。

　（注）２．金銭債権の決算日後の償還予定額

（単位：百万円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

預託金 200 － － －

未収委託者報酬 1,588 － － －

未収投資顧問料 1,753 － － －

未収入金 18 － － －

未収収益 2 － － －

合計 3,563 － － －
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類
しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定

の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係る

インプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す
るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
 

①　時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
　重要性が乏しいため、記載を省略しております。
 
②　時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
    （単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

預託金 － 200 － 200

未収委託者報酬 － 1,588 － 1,588

未収投資顧問料 － 1,753 － 1,753

未収入金 － 18 － 18

未収収益 － 2 － 2

未払手数料 － 454 － 454

その他未払金 － 1,504 － 1,504

未払法人税等 － 1,491 － 1,491

未払消費税等 － 321 － 321
 
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
 
預託金、未収委託者報酬、未収投資顧問料、未収入金及び未収収益
　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用リスクを加味した利率を基に
割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
 
未払手数料、その他未払金、未払法人税等及び未払消費税等

　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、その将来キャッシュ・フローと、その返済期日までの期間及び

信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

 

（有価証券関係）

１．その他有価証券

前事業年度（2023年３月31日）

　重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

当事業年度（2024年３月31日）

　重要性が乏しいため記載を省略しております。
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1)通貨関連

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　該当事項はありません。

 

(2)金利関連

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　該当事項はありません。

 

(3)株式関連

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　該当事項はありません。

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1)通貨関連

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　該当事項はありません。

 

(2)金利関連

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　該当事項はありません。

 

(3)株式関連

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2023年３月31日）
 
 

当事業年度
（2024年３月31日）

繰延税金資産    

資産除去債務 77  77

未払事業税 41  77

未確定債務否認 223  262

株式給付引当金否認 154  134

長期インセンティブ引当金否認 4  2

減価償却超過額 67  72

金融商品取引責任準備金 0  0

その他 11  9

繰延税金資産小計 579  636

評価性引当額 △276  △214

繰延税金資産合計 303  421

繰延税金負債    

資産除去債務 20  16

その他有価証券評価差額金 0  0

繰延税金負債の合計 20  16

繰延税金資産の純額 282  405

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主

要な項目別の内訳

　前事業年度及び当事業年度において、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効

税率の100分の５以下であるため、記載を省略しております。

 

３．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

　当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱
い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果
会計の会計処理並びに開示を行っております。
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（持分法損益等）

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（賃貸等不動産関係）

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社は、投信投資顧問業の単一セグメントであり、主要な顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとお

りであります。

 前事業年度 当事業年度  

 （自　2022年４月１日 （自　2023年４月１日  

 至　2023年３月31日） 至　2024年３月31日）  

残高報酬（注１） 11,470 12,941 百万円

成功報酬（株式運用）（注２） 211 1,712  

成功報酬（再生可能エネルギーファンドが

投資対象である発電所を売却して譲渡益が

発生する場合に受領する報酬）（注３）

－ 247  

その他 24 19  

合計 11,705 14,920  

（注１）残高報酬のうち、当事業年度においては、委託者報酬にかかるものが7,102百万円、投資顧問料収入にかかる

ものが5,839百万円それぞれ含まれております。前事業年度においては、委託者報酬にかかるものが5,189百

万円、投資顧問料収入にかかるものが6,280百万円それぞれ含まれております。

（注２）成功報酬（株式運用）のうち、当事業年度においては、委託者報酬にかかるものが1,667百万円、投資顧問料

収入にかかるものが45百万円それぞれ含まれております。前事業年度においては、成功報酬（株式運用）の

うち、委託者報酬にかかるものが208百万円、投資顧問料収入にかかるものが２百万円それぞれ含まれており

ます。

（注３）成功報酬（再生可能エネルギーファンドが投資対象である発電所を売却して譲渡益が発生する場合に受領す

る報酬）のうち、当事業年度においては、投資顧問料にかかるものが247百万円含まれております。

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　重要な会計方針　４．収益及び費用の計上基準に記載のとおりであります。

 

３．当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

［セグメント情報］

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

　当社は、投信投資顧問業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　当社は、投信投資顧問業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

［関連情報］

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

１　サービスごとの情報

　投信投資顧問業及び関連サービスに関する外部顧客への営業収益が、損益計算書の営業収益の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

２　地域ごとの情報

(1）営業収益

（単位：百万円）

日本 アイルランド アジア その他 合計

8,806 1,342 14 1,542 11,705

　（注）１．　営業収益の地域区分は、契約相手方の所在地（ファンドの場合は組成地）を基礎として分類しております。

２．　事業年度において、より適切な表示の観点から、「欧州」に含めて表示しておりました「アイルランド」を独

立掲記し、「欧州」に含まれているその他の項目を「その他」に含めております。前事業年度のセグメント情報

については、変更後の区分により作成したものを記載しております。

 

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略し

ております。

 

３　主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名

スパークス・新・国際優良日本株ファ

ンド
2,221 投信投資顧問業

未来創生２号投資事業有限責任組合 1,204 投信投資顧問業

未来創生３号投資事業有限責任組合 1,266 投信投資顧問業

　（注）　ファンドの最終受益者は、販売会社や他のファンドを通じて投資されること等があるため、合理的に把握すること

が困難であります。
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当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

１　サービスごとの情報

　投信投資顧問業及び関連サービスに関する外部顧客への営業収益が、損益計算書の営業収益の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

２　地域ごとの情報

(1）営業収益

（単位：百万円）

日本 アイルランド アジア その他 合計

11,984 1,207 10 1,717 14,920

　（注）　営業収益の地域区分は、契約相手方の所在地（ファンドの場合は組成地）を基礎として分類しております。

 

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略し

ております。

 

３　主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名

スパークス・新・国際優良日本株ファ

ンド
2,811 投信投資顧問業

　（注）　ファンドの最終受益者は、販売会社や他のファンドを通じて投資されること等があるため、合理的に把握すること

が困難であります。

 

［報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報］

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　該当事項はありません。

 

［報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報］

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　該当事項はありません。

 

［報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報］

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　該当事項はありません。
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［関連当事者情報］

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

１　関連当事者との取引

(1）財務諸表提出会社の親会社

種類
会社等の名
称

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）
（注２）

科目
期末残高
（百万円）
（注２）

親会社

スパーク

ス・グルー

プ株式会社

東京都

港区
8,587

純粋持株会

社

（被所有）

直接　100

グループ管

理会社

業務委託報

酬の支払

（注１）

439
その他未

払金
117

運用報酬等

の受取

（注１）

1,872
未収投資

顧問料
524

配当金の支

払
3,800 － －

私募の取扱

手数料の受

領

（注１）

0 前受収益 6

取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注１）　市場価格を勘案し一般的な取引条件と同様に決定しております。

　（注２）　上記の表における期末残高には消費税等を含めており、取引金額には消費税等を含めておりません。
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(2）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社

種類 会社等の名称 所在地
資本金又は
出資金

事業の内容

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）
（注２）

科目
期末残高
（百万円）
（注２）

同一の親

会社をも

つ会社

スパークス・

グリーンエナ

ジー＆テクノ

ロジー株式会

社

東京都

港区
25百万円

再生可能エ

ネルギーに

おける発電

事業及びそ

のコンサル

ティング

なし

本社事務所

の賃貸

賃貸料の受

取

（注１）

7 未収入金 1

業務の委託

業務委託報

酬の支払

（注１）

2
その他未

払金
1

スパークス・

アセット・ト

ラスト＆マネ

ジメント株式

会社

東京都

港区
100百万円 資産運用業 なし

業務の委託

業務委託報

酬の受取

（注１）

7 未収入金 1

本社事務所

の賃貸

賃貸料の受

取

（注１）

6 未収入金 0

スパークス・

ＡＩ＆テクノ

ロジーズ・イ

ンベストメン

ト株式会社

東京都

港区
50百万円 資産運用業 なし

業務の委託

業務委託報

酬の受取

（注１）

0 未収入金 0

本社事務所

の賃貸

賃貸料の受

取

（注１）

2 未収入金 0

スパークス・

イノベーショ

ン・フォー・

フューチャー

株式会社

東京都

港区
50百万円 資産運用業 なし

私募の取扱

手数料

手数料の受

取

（注１）

0 前受収益 5

業務の受託

業務受託報

酬の受取

（注１）

0 未収入金 0

本社事務所

の賃貸

賃貸料の受

取

（注１）

3 未収入金 1

SPARX

Overseas

Ltd.

バミュー

ダ諸島

1,926千

米ドル
資産運用業 なし

販売会社

手数料の受

取

（注１）

3 未収収益 －

海外籍ファ

ンドの運

用・管理の

委託

運用報酬等

の受取

（注１）

8 未収入金 －

業務の委託

業務委託報

酬の受取

（注１）

1 未収入金 －

SPARX Asset

Management

Korea Co.,

Ltd.

韓国

ソウル

4,230百万

韓国ウォン
資産運用業 なし

海外籍ファ

ンドの運

用・管理の

委託

運用報酬等

の受取

（注１）

0
未収投資

顧問料
0

業務の委託

業務委託報

酬の支払

（注１）

300
その他未

払金
76
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種類 会社等の名称 所在地
資本金又は
出資金

事業の内容

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）
（注２）

科目
期末残高
（百万円）
（注２）

同一の親

会社をも

つ会社

SPARX Asia

Investment

Advisors

Limited

中国香港

特別行政

区

3,100千

香港ドル
資産運用業 なし

運用の委託

運用助言報

酬の支払

（注１）

127
その他未

払金
66

業務の委託

業務委託報

酬の支払

（注１）

156
その他未

払金
4

海外籍ファ

ンドの運

用・管理の

委託

運用報酬等

の受取

（注１）

23
未収投資

顧問料
7

取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注１）　市場価格を勘案し一般的な取引条件と同様に決定しております。

　（注２）　上記の表のうち、日本国内の会社については期末残高に消費税を含めており、取引金額に消費税等を含めており

ません。また、日本国外の会社については期末残高及び取引金額に消費税等を含めておりません。

 

２　親会社に関する注記

親会社情報

スパークス・グループ株式会社（株式会社東京証券取引所プライム市場に上場）

 

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

１　関連当事者との取引

(1）財務諸表提出会社の親会社

種類
会社等の名
称

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）
（注２）

科目
期末残高
（百万円）
（注２）

親会社

スパーク

ス・グルー

プ株式会社

東京都

港区
8,587

純粋持株会

社

（被所有）

直接　100

グループ管

理会社

業務委託報

酬の支払

（注１）

497
その他未

払金
126

運用報酬等

の受取

（注１）

1,736
未収投資

顧問料
360

配当金の支

払
3,400 － －

私募の取扱

手数料の受

領

（注１）

0 前受収益 6

取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注１）　市場価格を勘案し一般的な取引条件と同様に決定しております。

　（注２）　上記の表における期末残高には消費税等を含めており、取引金額には消費税等を含めておりません。
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(2）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社

種類 会社等の名称 所在地
資本金又は
出資金

事業の内容

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）
（注２）

科目
期末残高
（百万円）
（注２）

同一の親

会社をも

つ会社

スパークス・

グリーンエナ

ジー＆テクノ

ロジー株式会

社

東京都

港区
25百万円

再生可能エ

ネルギーに

おける発電

事業及びそ

のコンサル

ティング

なし

本社事務所

の賃貸

賃貸料の受

取

（注１）

5 未収入金 1

業務の委託

業務委託報

酬の支払

（注１）

2
その他未

払金
1

スパークス・

アセット・ト

ラスト＆マネ

ジメント株式

会社

東京都

港区
100百万円 資産運用業 なし

業務の委託

業務委託報

酬の受取

（注１）

7 未収入金 1

本社事務所

の賃貸

賃貸料の受

取

（注１）

2 未収入金 0

スパークス・

ＡＩ＆テクノ

ロジーズ・イ

ンベストメン

ト株式会社

東京都

港区
50百万円 資産運用業 なし

業務の委託

業務委託報

酬の受取

（注１）

0 未収入金 0

本社事務所

の賃貸

賃貸料の受

取

（注１）

2 未収入金 0

スパークス・

イノベーショ

ン・フォー・

フューチャー

株式会社

東京都

港区
50百万円 資産運用業 なし

私募の取扱

手数料

手数料の受

取

（注１）

0 － －

業務の受託

業務受託報

酬の受取

（注１）

0 未収入金 0

本社事務所

の賃貸

賃貸料の受

取

（注１）

4 未収入金 1

SPARX Asset

Management

Korea Co.,

Ltd.

韓国

ソウル

4,230百万

韓国ウォン
資産運用業 なし

海外籍ファ

ンドの運

用・管理の

委託

運用報酬等

の受取

（注１）

1
未収投資

顧問料
0

業務の委託

業務委託報

酬の支払

（注１）

372
その他未

払金
99

SPARX Asia

Investment

Advisors

Limited

中国香港

特別行政

区

3,100千

香港ドル
資産運用業 なし

運用の委託

運用助言報

酬の支払

（注１）

102
その他未

払金
23

業務の委託

業務委託報

酬の支払

（注１）

192
その他未

払金
50

海外籍ファ

ンドの運

用・管理の

委託

運用報酬等

の受取

（注１）

68
未収投資

顧問料
6

取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注１）　市場価格を勘案し一般的な取引条件と同様に決定しております。

　（注２）　上記の表のうち、日本国内の会社については期末残高に消費税を含めており、取引金額に消費税等を含めており

ません。また、日本国外の会社については期末残高及び取引金額に消費税等を含めておりません。

 

２　親会社に関する注記

親会社情報

スパークス・グループ株式会社（株式会社東京証券取引所プライム市場に上場）
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当事業年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

 

１株当たり純資産額 179,047円35銭

１株当たり当期純利益金額 71,202円50銭
　

 

１株当たり純資産額 211,684円56銭

１株当たり当期純利益金額 100,629円65銭
　

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度末

（2023年３月31日）
当事業年度末

（2024年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 8,952 10,584

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
－ －

普通株式に係る期末純資産額（百万円） 8,952 10,584

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株

式の数（株）
50,000 50,000

　（注）２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当事業年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当期純利益（百万円） 3,560 5,031

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,560 5,031

普通株式の期中平均株式数（株） 50,000 50,000

 

（重要な後発事象）

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　該当事項はありません。
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第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

＜訂正前＞

①　受託会社

名　　　称　　三井住友信託銀行株式会社

資本金の額　　342,037百万円（2023年３月末日現在）

（略）

＜再信託受託会社の概要＞

名　　　称　　株式会社日本カストディ銀行

資本金の額　　51,000百万円（2023年３月末日現在）

（略）

（略）

②　販売会社

名称
資本金の額

(2023年３月末日現在)
事業の内容

野村證券株式会社 10,000百万円
金融商品取引法に基づき、第一種金
融商品取引業を営んでいます。

＜訂正後＞

①　受託会社

名　　　称　　三井住友信託銀行株式会社

資本金の額　　342,037百万円（2024年３月末日現在）

（略）

＜再信託受託会社の概要＞

名　　　称　　株式会社日本カストディ銀行

資本金の額　　51,000百万円（2024年３月末日現在）

（略）

（略）

②　販売会社

名称
資本金の額

（2024年３月末日現在)
事業の内容

野村證券株式会社 10,000百万円
金融商品取引法に基づき、第一種金
融商品取引業を営んでいます。
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

２０２４年６月２４日

スパークス・アセット・マネジメント株式会社
　取 締 役 会　御 中

 

EY新日本有限責任監査法人
　東　 京　 事　 務　 所

 
指定有限責任社員

公認会計士 櫻　井　　雄 一 郎  
業務執行社員
 
指定有限責任社員

公認会計士 市　川　　　克　也  
業務執行社員

 
 

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委

託会社等の経理状況」に掲げられているスパークス・アセット・マネジメント株式会社の２０２３

年４月１日から２０２４年３月３１日までの第１８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行っ

た。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、スパークス・アセット・マネジメント株式会社の２０２４年３月３１日現在の財政状

態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎とな

る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、監査した財務諸表を含む開示書類に含まれる情報のうち、財務諸表及びそ

の監査報告書以外の情報である。

　当監査法人は、その他の記載内容が存在しないと判断したため、その他の記載内容に対するいか

なる作業も実施していない。

財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸

表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務

諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含

まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい

て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること

にある。
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財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か

ら財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性

があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれ

る場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら

に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連

する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上

の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手し

た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重

要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め

られる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確

実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表明

することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいて

いるが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内

部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事

項について報告を行う。

　監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した

こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去する

ための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード

を適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以　　上

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社が別途保管しております。
　　　２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 

    次へ
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独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書

２０２４年８月２日

スパークス・アセット・マネジメント株式会社

　取　締　役　会　　御　中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

東　京　事　務　所

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 櫻　井　雄　一　郎　

 
中間監査意見
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、
「ファンドの経理状況」に掲げられているスパークス・日本株Ｌ＆Ｓファンド（野村ＳＭＡ・ＥＷ
向け）の２０２３年１２月７日から２０２４年６月６日までの中間計算期間の中間財務諸表、すな
わち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸
表の作成基準に準拠して、スパークス・日本株Ｌ＆Ｓファンド（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）の２０２
４年６月６日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中間計算期間（２０２３年１２月７
日から２０２４年６月６日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。
 
中間監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査
を行った。中間監査の基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、スパーク
ス・アセット・マネジメント株式会社及びファンドから独立しており、また、監査人としてのその
他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。
 
中間財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し
て中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。
中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の
作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任
がある。
 
中間財務諸表監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報

の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得

て、中間監査報告書において独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚

偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、中間財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過

程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な

虚偽表示リスクに対応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監

査人の判断による。さらに、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す

る。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部が省略され、監査人の判断によ
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り、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

・　中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中

間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの

合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入

手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し

て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が

認められる場合は、中間監査報告書において中間財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又

は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に対して

除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入

手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、ファンドは継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸

表の作成基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示

しているかどうかを評価する。

監査人は、経営者に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識

別した内部統制の重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められ

ているその他の事項について報告を行う。
 
 
利害関係
スパークス・アセット・マネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との
間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）１．上記の中間監査報告書の原本は当社が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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